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施策の展開の見方 

  

各基本施策に関連する現状と課

題を記載しています。 

基本施策を実現するために、町が

取り組むことと社会福祉協議会

が取り組むことをそれぞれ記載

しています。 

重点プロジェクト２ 横断的連携

体制の強化に関連する横断的連

携事業に該当する取組には「◎」

を付けています。 

基本施策を実現するために、町民

が取り組むことの事例を記載し

ています。 

基本施策ごとに実施指標を設定

しています。目標値は中間年度の

令和 10（2028）年度と最終年度の

令和 13（2031）年度で設定してい

ますが、進捗確認は毎年度実施し

ます。 
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各基本目標の最後にコラムとし

て、地域で課題を抱える人のケー

ス（事例）を掲載しています。 

このケースは令和７（2025）年２

月に実施したワークショップで

題材にしたものです（P12 参照）。 

「もしも、地域の支えがあったら

…」に記載している地域の支え

は、実際にワークショップで参加

者が自分たちにできることとし

て出し合った意見を基に作成し

ています。 
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基本目標１ つながり支え合う地域づくり 

（１）福祉や地域に対する関心・意識の向上 

［現状・課題］ 

● 町民アンケートによると、地域の福祉に関心がある町民は６割半ばとなっていますが、民生

委員・児童委員、区長・自治会長アンケートによると、地域の支え合いを進めるに当たって、

地域福祉に無関心な人が多いことが問題として挙げられています。 

● 地域福祉を推進する上では、町民一人一人の「地域共生社会」の実現に向けた支え合いに対す

る福祉意識の醸成が必要不可欠です。福祉意識の醸成を進めるためには、町民が積極的に社

会参加をすることや、子どもの頃から福祉について学ぶことにより、お互いに思いやり、認め

合うこころを育むことなどの意識啓発が重要です。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

１ 

福祉を学ぶ機会の充実 
福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

地域協働課 

学校教育課 

・町民の多様なニーズに応じた学習プログラムを提供するとともに、地

域における実践的な学びの場の創出を図ります。 

・広報紙やホームページ、ＳＮＳ、回覧板など、多様な媒体を活用し、

福祉に関する講演会、研修会、イベント情報を積極的に発信します。 

・学校教育と連携した福祉教育を推進します。 

２ 

人権尊重・相互理解に向けた意識啓発 
福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

地域協働課 

学校教育課 

・広報紙やホームページなど多様な媒体を活用し、人権に関する情報を

発信するとともに、講演会やイベントを開催するなど、人権啓発を推

進します。 

・学校教育や地域活動と連携し、子どもの頃から人権への理解を深める

機会を提供します。 

・認知症や障がいに関する正しい知識の普及と理解促進を図ります。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

１ 

福祉を学ぶ機会の充実 

地域福祉係 

・社協だよりやボランティア広報紙「アイリス東郷」、社会福祉協議会

のホームページなどにおいて、福祉に関する情報を発信します。 

・コミュニティセンターや児童館などにおいて、ボランティア講座や出

前講座などを開催します。 

・町内の小・中学校を対象に、障がいのある人や高齢者との交流・体験

を通じて、地域の福祉課題に気づき、「共に生きる力」や豊かな人間

性を育むことを目指した福祉教育を実施します。 
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№ 取組 関係係 

２ 

地域福祉の理解促進と課題共有の場の創出 

地域福祉係 

・町民に対して、顔の見える関係の大切さや地域での居場所のつくり方

など自分が暮らす地域について知る学習会を開催します。 

・福祉に関する講座を開催し、個人や地域の課題共有の場として活用し

ます。 

 

■町民が取り組むこと 

・地域の様子や地域に暮らす人たちに関心を持ちましょう。 

・障がい、認知症など福祉に関する課題について正しい理解を深めましょう。 

・福祉に関するテーマの研修や講座に参加しましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

福祉に関連する出前講座の開催回数【町】 26 回 30 回 35 回 

人権に関するイベントの実施回数【町】 １回 １回 １回 

地域福祉・ボランティアに関する情報発信数【社

会福祉協議会】 
19 回 79 回 115 回 

福祉教育の実施場所数【社会福祉協議会】 ６か所 ９か所 15 か所 
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（２）地域福祉活動の担い手づくりと活動を支える仕組みづくり 

［現状・課題］ 

● 地域活動や地域福祉の重要な担い手として、民生委員・児童委員、区長・自治会長など地域の

担い手が日々活動しています。 

また、町内には様々な分野で活躍する団体などが存在し、町民のニーズに応じた多様な福祉活

動を展開しています。これらの活動は、行政サービスだけでは行き届かない細やかな支援を可

能にし、地域共生社会の実現に向けた貴重な資源となっています。 

● 一方で、町民アンケートによると、民生委員・児童委員制度について名前も内容も知っている

人は約２割にとどまっています。 

また、民生委員・児童委員、区長・自治会長アンケートによると、今後社会福祉協議会に支援

してほしいこととして、地域活動の担い手の確保が最も高くなっています。 

● 町民アンケートによると、ボランティアや町民主体の活動やＮＰＯ活動に参加している人の

割合は約１割にとどまっています。 

また、参加できない、又は参加したくない理由としては時間がないことや、自分の生活のこと

で精一杯という理由が上位となっています。 

● 地域福祉を支える様々な団体やその活動内容などを広く周知するとともに、担い手の確保や

育成、活動支援などを進める必要があります。 

 

■民生委員・児童委員制度の認知度（町民）  ■今後町社会福祉協議会に支援してほしいこと（上位３位） 

（民生委員・児童委員） 

 

 

 

 

 

 

                      ■今後町社会福祉協議会に支援してほしいこと（上位３位） 

（区長・自治会長） 

 

 

 

  

50.0 

33.3 

33.3 

0% 25% 50% 75%

地域活動の担い手の確保

地域における福祉関係の施設等と住民

をつなぐコーディネーターの配置

福祉関係の施設、住民を含めた

ネットワークづくり n=18

名前も内容も

知っている

21.6%

名前は聞いたことがあるが、

内容はよく知らない

54.5%

名前も内容

も知らない

19.5%

不明・

無回答

4.4%

n=816

54.8 

35.7 

28.6 

0% 25% 50% 75%

地域活動の担い手の確保

地域活動や地域づくりに関する

事例集などの情報提供

福祉関係の施設、住民を含めた

ネットワークづくり n=42
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［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

３ 

民生委員・児童委員の活動支援 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

学校教育課 

・広報紙やホームページ、ＳＮＳなど、多様な媒体を活用し、民生委員・

児童委員の活動の重要性や魅力について町民への周知を図ります。 

・民生委員・児童委員がより一層活動しやすく、継続的に取り組むこと

ができるよう、活動環境の整備を進めます。 

・地域における包括的な支援体制の構築に向けて、情報交換や交流の場

の設置、福祉の関係機関との懇談の機会を通じて、ネットワークづく

りを推進します。 

４ 

福祉活動の担い手づくりと支援 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

成人保健推進室 

地域協働課 

・認知症サポーター養成講座や生活支援サポーター養成講座を始めと

する各種講座を開催し、参加の促進を図ることにより、新たな担い手

の発掘につなげます。 

・育成されたサポーターなどが継続的に活動し、地域で活躍できるよ

う、活動の場の充実を図るとともに、研修の機会を提供し、資質向上

を支援します。 

・活動内容に関する情報提供や開催イベントなどのＰＲを行います。 

・町民活動センターの活用を推進します。 

５ 

町民活動・ボランティア活動等の活性化 

福祉課 

地域協働課 

・「協働によるまちづくり提案事業」を通じて、町民のアイデアや自主

的な活動を積極的に支援します。 

・町民活動センターの有効的な活用方法について検討します。 

・ボランティア活動への参加を促す仕組みの検討や運用を行います。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

３ 

民生委員・児童委員の活動支援 

地域福祉係 ・民生委員・児童委員の活動に関する相談対応や、東郷町民生委員児童

委員協議会への助成などを通じて、民生委員・児童委員による地域で

の見守り活動や相談支援などの継続的な展開を支援します。 

４ 

ボランティア活動等の活性化 

地域福祉係 

・ボランティアセンターにおいて、ボランティア活動の相談受付や情報

提供、講座の開催、団体支援などを行います。町民が自らの関心や経

験を生かして地域と関わる機会を創出し、継続的な活動へとつなげる

ことで、福祉活動の担い手づくりを推進します。 

・活動先のコーディネートやマッチング、団体同士の交流会の開催、高

齢者ボランティアポイント制度の運営などボランティア活動がしや

すい環境を構築します。 

 



38 

■町民が取り組むこと 

・民生委員・児童委員活動について理解を深め、活動に協力しましょう。 

・地域で福祉の担い手になるための講座や研修に参加してみましょう。 

・興味のあるボランティアに参加してみましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

民生委員・児童委員に関する情報発信回数【町】 ２回 ４回 ６回 

福祉に関する各種養成講座受講者数【町】 1,112 人 1,150 人 1,200 人 

まちづくり提案事業実績数【町】 ３事業 ３事業 ３事業 

ボランティアセンター登録者数【社会福祉協議

会】 
825 人 990 人 1,190 人 

社会福祉協議会ボランティアセンターにおける

ボランティアのマッチング数【社会福祉協議会】 
59 回 70 回 85 回 
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（３）地域での支え合いの推進 

［現状・課題］ 

● 少子高齢化の進行や核家族化、価値観の多様化などにより地域のつながりが希薄化していま

す。 

また、地域の複合的な課題が顕在化する中、行政サービスだけでは対応が困難な状況があり、

日常的な見守りや声掛けなど、住民同士の身近な支え合いが重要となっています。 

● 町民アンケートによると、日頃から地域で隣近所の人とちょっとした手助けや協力などの助

け合いをしている人の割合が約３割に対して、していない人の割合は約６割となっています。

また、区・自治会などの地域活動に参加している人は約４割、あまり参加したことがない人又

はまったく参加したことがない人は約６割となっています。 

● 一方で、同アンケートによると、隣近所の人にしてほしい手助けや協力については、声掛けや

安否確認、災害時の手助けが上位となっています。 

● 日頃からの隣近所における支え合いや見守り活動は、災害時における安否確認や避難支援な

どの基盤ともなるため、平常時の地域のつながりづくりと防災・災害対応力の強化を一体的

に進めることが重要です。 

■日頃から地域で隣近所の人とちょっとした      ■区・自治会などの地域活動に参加しているか（町民） 

手助けや協力などの助け合いをしているか（町民） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■隣近所の人にしてほしい手助けや協力（上位５位） 

（町民） 

 

 

 

 

  

39.1 

36.6 

28.9 

17.8 

15.0 

0% 25% 50%

災害時の手助け

特にない

声掛けや安否確認

防犯活動・交通安全活動

話し相手や相談相手 n=816

よく参加

している

9.1%

ときどき

参加している

30.1%
あまり参加

したことがない

34.2%

まったく

参加した

ことがない

26.0%

不明・

無回答

0.6%

n=816

している

33.0%

していない

62.2%

不明・

無回答

4.8%

n=816
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［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

６ 

区・自治会活動の活性化 

福祉課 

地域協働課 

・区・自治会加入ポストの設置やパンフレットの配布などにより、区・

自治会加入の促進を図ります。 

・区長・自治会長同士が連携を深め、情報や課題を共有できる交流の場

を定期的に設けることで、共通の課題解決に向けた取組を推進しま

す。 

７ 

見守り・声掛けの推進 福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

情報広報課 

防災安全課 

環境課 

学校教育課 

・子どもの安心・安全の確保や高齢者などの社会的孤立や虐待などを防

ぐため、地域や学校、民生委員・児童委員、民間事業者、警察など関

係機関と連携し、地域の見守り体制を強化します。 

８ 

地域の防災・災害対応力の強化 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

防災安全課 

・各地区の自主防災組織などの防災訓練や日常的な見守り活動、支援方

法の検討などを支援し、地域の防災力向上を図ります。 

◎災害時に避難行動要支援者への支援が円滑に行われるよう、地域の関

係者と連携して支援対象者名簿の整備及び個別避難計画の作成を進

めます。 

◎高齢者、障がいのある人、乳幼児、妊産婦、疾病のある人など、配慮

が必要な人が安心して避難所生活を送れるよう、福祉施設などと連携

して福祉避難所の設置や在り方について検討します。また、一般避難

所においても要配慮者スペースの確保を検討します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

５ 

地域活動の活性化 

地域福祉係 

生活支援係 

・町内で町民や団体などが主体的に行う地域福祉活動に対し、赤い羽根

共同募金を財源に助成を行い、地域福祉の活性化と共同募金運動の理

解を図ります。 

・既存の地域活動の支援を行うとともに、新たな地域活動の創出に向け

て、活動に意欲のある町民が地域で活動できるよう、コーディネート

します。 

６ 

見守り・声掛けの推進 

地域福祉係 
・見守りを行っている町民や団体の相談支援など、町民が主体となった

定期的な訪問や声掛け活動の継続を支援します。 
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№ 取組 関係係 

７ 

地域の防災・災害対応力の強化 

地域福祉係 

・災害時に災害ボランティアの受け入れができるように、災害ボランテ

ィアセンターの設置に向けた準備を進めます。 

・地域の防災力を高めるため、モデル地区を対象に町民向けに防災勉強

会を実施します。 

・地域で実施される避難訓練に参加し、自主防災について現状を把握し

ます。 

・地域のイベントに防災ブースを出展し、防災・減災について啓発しま

す。 

 

■町民が取り組むこと 

・区・自治会や町民活動団体の活動に参加してみましょう。 

・普段から、隣近所の人とあいさつや声を掛け合い、顔の見える関係をつくりましょう。 

・郵便物が溜まっている、いつもと様子が違うといった隣近所の異変に気付いた際には、声を掛

けたり、役場や関係機関に連絡しましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

地域見守り活動に関する協定締結事業者数【町】 26 者 28 者 30 者 

地区別防災活動支援地区数【町】 11 地区 15 地区 18 地区 

個別避難支援計画の作成数【町】 ３件 100 件 200 件 

防災・減災の啓発回数【社会福祉協議会】 ２回 ６回 ８回 

  



42 

（４）孤立防止と生きがいづくりの推進 

［現状・課題］ 

● 社会構造の変化や価値観の多様化により、地域や家族とのつながりが希薄化し、社会的孤立

や孤独感を抱える人の増加が社会的な課題となる中、気軽に集い交流できる居場所の確保や、

誰もが地域社会とのつながりを持ち、孤立を防ぐための支援が重要となっています。 

● 国では、令和 3 年（2021 年）２月に内閣官房に「孤独・孤立対策担当室」が設置され、同年

12 月には「孤独・孤立対策の重点計画」が策定されました。 

さらに、令和５年（2023 年）６月に「孤独・孤立対策推進法」が公布され、「孤独・孤立に

悩む人を誰ひとり取り残さない社会」や「相互に支え合い、人と人との「つながり」が生まれ

る社会」を目指すための、国・地方公共団体の責務、国民の理解・協力、関係者の連携・協力

などが規定されました。 

● 町民アンケートによると、自分自身にとって居場所と思える場所は家庭や自分の部屋に集中

しており、地域を居場所と感じている人は１割に満たない状況です。 

また、「そのような場所はない」と感じている人もわずかに存在している状況です。 

● 人生 100 年時代を迎え、高齢期の長期化や退職後の生活の変化により、高齢者や障がいのあ

る人を含め、一人一人が社会とのつながりや生きがいを持って地域で自分らしく生活できる

ことも重要です。 

● 孤立防止に向けた多様な世代が気軽に集える地域の居場所づくりを進めるとともに、高齢者

や障がいのある人の就労支援や社会参画の機会拡充など、誰もが生きがいを持って社会参加

できる環境づくりを推進する必要があります。 

■自分自身にとって居場所と思える場所（町民） 

 

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

９ 

地域の多様な居場所づくり 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

地域協働課 

・高齢者の通いの場、サロン活動など、多様な主体による取組を支援し、

地域のつながりの基盤を強化します。 

◎横断的な連携や社会福祉協議会との連携により、年齢や障がいの有

無、立場にかかわらず、誰もが安心して過ごせる「居場所」となる場

の創出・充実を図ります。既存の居場所などについて、誰もが気軽に

参加しやすくなるよう周知を行います。 

71.9 

55.5 

7.2 

5.0 

4.9 

0% 25% 50% 75%

家庭

自分の部屋

職場

インターネット空間

地域

3.4 

1.3 

1.1 

2.0 

0% 25% 50% 75%

その他

そのような場所はない

学校

不明・無回答
n=816
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№ 取組 関係課 

10 

社会参加や交流の促進 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

地域協働課 

産業振興課 

生涯学習課 

・世代間交流事業や地域イベントの開催支援など、町民同士がつなが

り、交流を深められる機会の充実を支援します。 

◎高齢者や障がいのある人を始め、誰もが社会とのつながりや生きがい

を実感できるよう、趣味や学習、ボランティア、就労など、関心に応

じた多様な活動の場を創出します。また、活動への参加を促進するた

め、地域における活動の場や機会の周知を行います。 

・多様な立場の人が共に活動できるよう、地域活動における合理的配慮

の提供や参加支援の充実を図ります。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

８ 

地域の多様な居場所づくり 

地域福祉係 

・地域支え合いコーディネーターを中心に地域のサロン活動を支援し、

地域課題や要援護者の早期発見、必要な支援へつなぐことができるよ

うにします。 

・食事の提供や学習支援など子どもの居場所づくりを目的として活動

する団体に対して、経費の助成など、活動の支援を行います。 

９ 

社会参加や交流の促進 

生活支援係 

地域福祉係 

・町民同士の交流を促進するため、地域のイベントや福祉団体の活動な

どで必要な機材の貸し出しなどの支援をします。 

・ボッチャなど障がいのある人でも楽しめるスポーツの講座やレクリ

エーション大会、ひとり暮らし高齢者対象の交流会、障がいのある人

を対象としたクリスマス会などを開催します。 

 

■町民が取り組むこと 

・地域のイベントや通いの場、サロンなどに参加し、地域の人と交流しましょう。 

・趣味や学びのサークル、地域活動に参加して、自分の関心や特技を生かしてみましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

サロン等の地域の居場所の数【町】 135 か所 145 か所 155 か所 

障がいの有無や世代を問わず交流できる場の数

【町】 
２か所 ３か所 ４か所 

地区等への備品貸し出し件数【社会福祉協議会】 29 件 40 件 50 件 

地域イベント等の参加回数【社会福祉協議会】 ５回 10 回 15 回 
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（５）地域の多様な主体間のつながりの促進 

［現状・課題］ 

● 少子高齢化や人口減少が進む中、地域の支え手となる人材の確保が困難になってきており、

従来の地域活動や地域福祉を支えてきた区・自治会や民生委員・児童委員、ボランティアなど

の担い手の高齢化や活動の継続性が課題となっています。 

● このような中、地域住民だけでなく、企業、ＮＰＯ、学生など、多様な主体がそれぞれの特性

や強みを生かして地域に関わることが、地域の持続可能性を高める上で重要となっています。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

11 

多様な主体（企業・学生）の参画促進 福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

人事秘書課 

情報広報課 

防災安全課 

地域協働課 

産業振興課 

生涯学習課 

・企業、ＮＰＯ、学生などが、得意分野や特性を生かして地域福祉に関

わることができるよう、広報や調整機能の構築に向けて検討し、社会

参画の促進を図ります。 

12 

地域で新たに取り組む協働事業への支援 
福祉課 

高齢者支援課 

地域協働課 

◎社会福祉法人、企業、ＮＰＯなどがそれぞれの強みを生かして協働し、

地域の課題に取り組むことができるよう、主体間をつなぐ調整をする

とともに、活動の実施を支援します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

10 

多様な主体（企業・学生）の参画促進 

地域福祉係 

・ボランティア活動などへの学生の参加を促進するため、学校を通じ

て、学生が参加しやすく、関心を持ちやすいイベントや活動を紹介し

ます。 

・多様な主体がそれぞれの特色を生かし、地域福祉活動へ参加、協力で

きるよう支援します。 

また、課題解決に向け必要に応じて主体同士がつながることを支援し

ます。 

 

■町民が取り組むこと 

・活動の場で、自分の知識や経験、特技を生かし、他の主体と協力して地域課題の解決に取り組

みましょう。 

・困りごとや地域課題に気付いたときは、地域の人やＣＳＷ、団体、企業、学校など、関係する

多様な主体に声を掛け、協働で解決策を考えましょう。  
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［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

福祉に関する連携協定数【町】 ６件 ７件 ８件 

企業等との連携に向けた調整機能の整備【町】 未実施 検討 実施 

企業・学生へのボランティア募集回数【社会福祉

協議会】 
２回 ５回 ８回 

 

  

ワークショップでは、地域でできることとして声掛けや、話し相手になること、自治会や

老人クラブ、地域の行事などに一緒に参加することなどが挙げられました。一方で、孤立し

ている人・世帯を把握することの難しさやそういった人がいた場合の関わり方の難しさも意

見として挙げられました。 

住民一人一人が気づき合い、声を掛け合える地域づくりが必要です。 

ＣＡＳＥ２ 定年退職後の孤立 Ｃさん（72 歳・男性） 

もしも、地域の支えがなかったら… 

会社員として 40 年以上勤めあげたＣさんは、定年退職後に趣味や地域とのつながり

がなく、日中を一人で過ごす日々が続いていました。数年前に妻を病気で亡くし、こど

もは遠方に住んでいます。 

会社では重要な役職を務め、周囲から頼りにされていましたが、退職後は誰からも必

要とされていないように感じ、「自分の居場所がなくなった」と思うようになりました。 

外出する機会も減り、買い物も最低限。気付けば話す相手もいま

せん。 

地域の集まりの案内がポストに入っていても、「自分には関係な

い」と思い込み、足を運ぶことはありませんでした。体力は衰えて、

体調も気分もすぐれない日が増えていきました。 

もしも、地域の支えがあったら… 

会社員として 40 年以上勤めあげたＣさんは、退職後しばらくは孤立気味でしたが、あ

る日、近所の民生委員が「お元気ですか？」と声を掛けてくれました。 

何気ないそのひとことがきっかけで、地域のサロンに誘われ、初めて参加してみるこ

とに。 

最初は緊張していましたが、同じように退職後に参加

した人も多く、すぐに打ち解けました。昔の仕事で身に

つけたパソコンの知識を活かし、チラシづくりを手伝う

うちに、頼られる喜びを思い出しました。 

いまでは、サロンの活動を支える一人として、毎週の

集まりを楽しみにしています。 

コラム 



46 

基本目標２ 丸ごと受け止める体制づくり 

（１）包括的な相談支援体制の充実 

［現状・課題］ 

● 本町では、高齢者は地域包括支援センター、障がいのある人は障がい者相談支援センター、子

どもや子育てに関することはこども家庭センターなどそれぞれ相談窓口を設置し、町民の課

題に対応してきました。 

● しかし、近年、世帯が抱える問題は、単に一つの要因だけではなく、障がい、介護、健康、経

済的な問題など、様々な要因が複雑に絡み合った世帯の課題が増加しています。 

また、従来の枠組みでは対応が難しいケースも見られるようになっており、地域と連携した

行政や専門の相談窓口が、様々な受け皿で地域住民の悩みや相談をすくい上げ、必要な支援

へと迅速につなげる必要があります。 

● 町民アンケートによると、生活上の悩みや不安の相談先について、家族や親戚、友人や知人な

ど身近な人が多く、役場などの相談窓口や社会福祉協議会などは１割未満にとどまっていま

す。一方で、悩みや不安を相談できるとよいと思う方法については、県や町、公的機関が開設

している窓口での相談の割合が最も高くなっています。 

● 相談窓口を周知するとともに、相談支援体制の充実を図り、町民一人一人の状況やニーズに

応じた柔軟な対応ができる体制を構築することが求められます。 

■悩みや不安を相談できるとよいと思う方法（町民） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

13 

属性を問わない相談支援の充実 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

◎年齢、障がい、国籍、経済状況など、個人の属性にかかわらず、どの

ような悩みでも受け止められるよう、既存の相談窓口の機能強化、対

応力向上を図るとともに、窓口間の連携強化を図ります。 

・町民の多様なニーズに対応できる相談員の育成に力を入れます。 

6.6 

6.6 

6.3 

5.0 

10.5 

0% 25% 50%

夜間や休日の対面相談

ショッピングセンターなど、

公的機関以外の場所での対面相談

自宅や職場などへの訪問相談

その他

不明・無回答 n=816

44.2 

29.8 

21.2 

20.5 

10.9 

0% 25% 50%

県や町、公的機関が

開設している窓口での相談

パソコンやスマートフォンからの

インターネット・メール相談

自治会や民間団体、民生委員・児童委員、

専門家など、地域の人材や組織への相談

ＳＮＳ（FaceBook・Ⅹ・ＬＩＮＥなど）

やチャットによる相談

夜間や休日の電話相談
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№ 取組 関係課 

14 

各相談機関の機能と連携の強化 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

地域協働課 

学校教育課 

・身近な相談窓口の充実を図るとともに、相談先が分かるように周知し

ます。 

・地域包括支援センター、障がい者相談支援センター、こども家庭セン

ター、子育て支援センター、社会福祉協議会など、多様な専門機関が

それぞれの機能を最大限に発揮し、効果的に連携できるよう、重層的

支援体制検討会を定期的に開催します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

11 

属性を問わない相談支援の充実 

生活支援係 ・町からの受託や独自に実施する相談窓口において、年齢、障がい、国

籍、経済状況など、個人の属性を問わず、包括的に相談を受け止めま

す。 

12 

地域の身近な相談先としての機能強化 

生活支援係 

包括支援センター係 

障がい者福祉係 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が、地域の身近な生活課

題に気付き、町や専門支援機関と連携しながら地域で支える仕組みづ

くりに取り組みます。 

・地域包括支援センター及び障がい者相談支援センターの受託運営や

訪問活動を通じて、異変などに気付いた場合は、関係機関への情報提

供や支援をします。 

 

■町民が取り組むこと 

・ちょっとした困りごとでも気軽に相談しましょう。 

・困りごとを抱えている人に気付いたら、相談窓口を案内しましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

地域包括支援センターにおける相談件数【町】 8,048 件 8,100 件 8,200 件 

基幹相談支援センターにおける相談件数【町】 238 件 250 件 260 件 

こども家庭センターにおける相談件数【町】 1,332 件 1,340 件 1,350 件 

重層的支援体制検討会の実施回数【町】 ３回 ４回 ５回 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の相

談支援件数【社会福祉協議会】 
未実施 60 件 100 件 
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（２）連携により支援につなぐ仕組みの充実 

［現状・課題］ 

● 複雑化・複合化した生活課題を抱える住民に対しては、単一の機関による支援では限界があ

り、多機関・多職種による連携した支援体制が不可欠です。関係機関が互いの役割や機能を理

解し、効果的に情報共有・連携できる仕組みが求められています。 

● また、支援が必要でありながら自ら相談に出向くことができない人や、既存の制度では解決

が困難な課題を抱える人への支援が課題となっており、特に、社会的孤立やひきこもりの状

態にある人に対するアウトリーチ支援の体制構築が求められています。 

● 誰ひとり取り残さない支援の実現に向けて、地域の支援者や関係機関が連携し、早期発見・早

期支援につなげる体制の強化が必要です。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

15 

包括的な支援体制の構築 

福祉課 

こども保健推進室 

学校教育課 

生涯学習課 

◎地域福祉プロジェクトチーム会議を開催し、包括的な支援体制の構築

に向けた方針や地域課題を共有し、全庁的な合意形成、意識統一を図

ります。また、庁内横断的な連携により、支援が必要な人を適切な支

援につなぐためのツールや仕組みづくりを進めます。 

・町民の代表を含めた地域福祉グランドデザイン推進委員会において、

包括的支援体制の構築・強化に向けた施策や計画の推進方法について

検討・協議を行います。 

・ひきこもりやごみ屋敷など制度の狭間の問題を抱える世帯にも、支援

を届けることができる仕組みを構築します。 

・子どもから若者まで切れ目のない支援を届けることができる仕組み

を構築します。 

16 

重層的支援会議による連携強化 福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

地域協働課 

学校教育課 

・多機関協働事業を通じて、複雑化・複合化する課題の解決に向け、迅

速に支援方針を決定します。 

17 

アウトリーチ支援体制の構築 

福祉課 ・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を委託し、地域で社会的

孤立に陥っている人などに対して、早期発見・早期対応のため相談を

受けるだけではなくアウトリーチ型の支援を強化します。 

18 

参加支援 

福祉課 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を委託し、制度の狭間の

問題や、多様で複合的な課題を抱える人が、社会とのつながりをつく

ることで課題の解決に結びつけられるような体制を整備します。 

・様々なニーズや希望、状況などに対応できるよう、地域の資源を活用

したコーディネートやマッチングによる支援の方法を検討します。 
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■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

13 

重層的支援会議による連携強化 

生活支援係 

包括支援センター係 

障がい者福祉係 

・社会福祉協議会が実施する相談支援機関のうち、コミュニティソー

シャルワーカー（ＣＳＷ）が多機関協働事業に協力するとともに、

社会福祉協議会の全ての相談支援担当者が複雑化・複合化する課題

の解決に向け、関係機関と連携・協力して取り組みます。 

14 

支援が届きにくい人へのアウトリーチ支援 

生活支援係 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が地域で活動する民生

委員・児童委員、区長・自治会長、その他の町民などと交流を図り、

制度の狭間で支援が行き届かない人や、複雑化・複合化した生活課

題を抱える世帯へ支援を届けることができるよう、地域に出向き、

町民のニーズや地域生活の課題を把握します。 

15 

参加支援 

生活支援係 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が町民を含めた関係機

関と連携し、身近な地域で対象者を理解し見守る環境を整備しま

す。 

・既存の居場所を世代や属性を問わない活動場所として充実するよ

う働きかけ、社会とのつながりの弱い人が、それらの地域資源を通

して、社会とつながることができるよう支援します。 

 

■町民が取り組むこと 

・地域における複合的な課題の解決に向けて、関係する機関や団体との連携を強化しましょう。 

・支援が必要な人や困っている人に自分から声を掛けるのが難しい場合は、役場や社会福祉協議

会、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を始めとした地域の相談窓口に知らせて、専

門職や支援者につなぐようにしましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

地域福祉プロジェクトチーム会議の実施回数

【町】 
０回 ２回 ２回 

重層的支援会議・支援会議の実施回数【町】 １回 ６回 ８回 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の配

置【町】 
未実施 ２人 ３人 

社会とのつながりが弱い人が地域資源に参加で

きるように支援した件数【社会福祉協議会】 
未実施 12 件 15 件 
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（３）多様な福祉サービスの充実 

［現状・課題］ 

● 高齢者や障がいのある人など、何らかの支援が必要な人は増加傾向にあります。誰もが地域

で安心して生活できるようにするためには、福祉サービスを適切に利用できる体制を整える

ことが重要です。 

また、近年福祉の各分野において制度や法律の改正なども多く、適切に対応していく必要が

あります。 

● 福祉人材の不足や高齢化が進んでおり、質の高いサービスを安定的に提供するための人材確

保が課題となっています。 

● 利用者のニーズが多様化・複雑化し、従来の縦割りの制度だけでは対応が困難な場合も増え

ており、分野横断的な支援体制の構築や、地域の実情に応じた柔軟なサービス提供が求めら

れています。 

● 行政による公的サービスだけでなく、民間事業者や社会福祉法人との連携により、多様な選

択肢を確保していくことが重要です。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

19 

福祉人材の育成・確保 
福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

産業振興課 

・介護・福祉サービスの従事者に対して、必要な資格取得や研修の情報

提供や受講機会の周知を通じて、資質向上の促進につなげます。 

◎福祉の仕事の魅力発信や就労マッチングを推進するため、町内の福祉

事業所と連携した就職イベントの開催を検討します。 

20 

共生型サービス等の分野横断的な福祉サービスの展開 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

・高齢者や障がいのある人など、対象を限定しない共生型サービスの推

進を支援し、多様な利用ニーズに応える体制を整えます。 

・既存の福祉施設が地域に開かれた多機能拠点となるよう、多様な町民

のニーズに応じた柔軟なサービス提供や交流の機会創出を支援しま

す。 

21 

民間事業者や社会福祉法人による多様なサービスの充実 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

・民間事業者や社会福祉法人と連携し、地域の課題やニーズに応じて、

福祉サービスや支援活動の充実を図ります。 

・民間事業者や社会福祉法人の専門的な知識や技能を生かした地域貢

献活動を支援するとともに、地域の課題やニーズに関する情報共有を

通じて事業者間の連携を強化し、地域全体の福祉力の向上につなげま

す。 
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■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

16 

住民主体の支え合い活動の創出 

地域福祉係 

・地域支え合いコーディネーターが、各地区で行われている高齢者向け

サロンや介護予防教室に参加し、地域の情報や課題を収集し、地域資

源を把握し周知に努めます。 

・協議体を運営し、互助を基本とした町民の新たな支え合い活動の創出

を支援します。 

 

■町民が取り組むこと 

・福祉サービスを適切に利用しましょう。 

・地域のボランティアや町民活動団体が行う福祉サービスにも関心を持ち、可能な範囲で参加や

支援を考えましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

福祉人材の確保のための情報発信数【町】 ２回 ３回 ４回 

福祉施設の地域交流実施回数【町】 13 回 15 回 17 回 

町民との情報交換を実施しているサービス事業

所数【町】 
９事業所 16 事業所 16 事業所 

町民との座談会の実施回数【社会福祉協議会】 22 回 36 回 48 回 

地域支えあい協議体開催数【社会福祉協議会】 24 回 26 回 28 回 
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（４）福祉に関する制度やサービスの周知 

［現状・課題］ 

● 町民アンケートによると、福祉サービスの情報の入

手状況について、得られている人の割合が約４割に

対して、得られていない人の割合が約５割となって

います。 

● サービスの質を向上させるとともに、情報発信など

により適切なサービスの利用を促す必要があります。 

 

 

 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

22 

多様な媒体を活用した情報提供 

福祉課 

高齢者支援課 

こども課 

こども保健推進室 

情報広報課 

・広報紙、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示板など、町民の利用状況

に応じた多様な媒体を活用し、福祉に関する制度やサービス、相談窓

口の情報を積極的に発信します。 

・年代やライフスタイルに合わせた効果的な伝達手段を検討し、伝わ

りやすく、分かりやすい情報提供の方法を導入するとともに継続的

に見直します。 

23 

全ての人に分かりやすい行政情報の発信 

全課 ・やさしい日本語や多言語対応、ユニバーサルデザインに配慮するな

ど、子どもから高齢者、障がいのある人、外国人住民まで、誰もが理

解しやすい情報提供を推進します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

17 

多様な媒体を活用した情報提供 

地域福祉係 

・社会福祉協議会の広報紙、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示板など、

町民の利用状況に応じた多様な媒体を活用し、福祉に関する制度やサ

ービス、相談窓口の情報を積極的に発信します。 

・年代やライフスタイルに合わせた効果的な伝達手段を検討し、伝わり

やすく、分かりやすい情報提供の方法を導入するとともに継続的に見

直します。 

18 

情報アクセシビリティの向上 

地域福祉係 
・情報発信の方法などを工夫し、誰もが必要な情報が得られるようにし

ます。 

  

十分に

得られている

4.0%

まあまあ

得られている

34.4%

あまり

得られていない

30.0%

ほとんど

得られて

いない

19.5%

得る

必要がない

9.6%

不明・無回答

2.5%

n=816

■福祉サービスの情報の入手状況（町民） 
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■町民が取り組むこと 

・広報紙やホームページなどに目を通し、必要な情報を得るようにしましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

福祉サービス・支援制度の情報発信媒体数【町】 ５種類 ６種類 ７種類 

ＳＮＳによる福祉サービス・支援制度の情報発信

数【社会福祉協議会】 
０回 12 回 15 回 
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ワークショップでは、地域でできることとして、民生委員や地域包括支援センターへの相

談、サロンなどへ一緒に参加すること、買い物の付き添い、地域で話し合う場づくりなどが

挙げられました。一方で、一人暮らし高齢者の把握の難しさや、どこまで地域が関わるべき

かの判断の難しさ、人手不足といった課題も指摘されました。 

認知症の初期段階で支援につながるためには、地域の小さな気付きや声掛けを大切にし、

見守りと専門機関との連携を進めることが重要です。 

ＣＡＳＥ３ 認知症の初期症状で困っている男性 Ｄさん（76 歳・男性） 

もしも、地域の支えがなかったら… 

一人暮らしのＤさんは、最近、もの忘れが増えてきました。 

同じ話を何度もしてしまったり、買い物に出かけても何を買うのか思い出せず、手ぶ

らで帰ってきたり、同じものを買ってしまうことが増えています。 

冷蔵庫には古くなった食材が残り、食事の準備やお金の管理にも少しずつ不安が出て

きました。 

近くに息子夫婦が住んでいますが、仕事や子育てで忙しく、なかなか顔

を合わせる機会がありません。介護サービスを勧められても「まだ自分で

できる」と断り、外に出ることも減っていきました。 

気付けば人との会話がほとんどなくなり、心の中には不安と寂しさが少

しずつ広がっていきました。 

もしも、地域の支えがあったら… 

一人暮らしのＤさんは、最近、もの忘れが増えてきました。 

ある日、近所の民生委員が買い物帰りのＤさんに声を掛け、立ち話をしていると、Ｄ

さんが買う予定だったものを忘れていたことや以前とは異なる様子に気付き、地域包括

支援センターに相談しました。 

後日、民生委員は「お茶を飲みに行くくらいの気持ちで」と地域の交流サロンを紹介

しました。Ｄさんは半信半疑ながら参加してみると、同年代の人との会話が楽しく、笑

顔が戻ってきました。 

今では週に一度のサロンが生活の楽しみになり、近所の人と買い物に出かける機会も

増えています。 

地域包括支援センターの職員も、生活の様子を見守りながら支援

をしています。 

「誰かが気に掛けてくれている」と感じられるようになり、Ｄさ

んの表情には安心感が戻りました。 

コラム 
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基本目標３ 誰もが大切にされる環境づくり 

（１）生活困窮者等の自立支援の充実 

［現状・課題］ 

● 近年、社会情勢の変化や生活困窮者が抱える課題が多様化・複雑化していることを受け、国は

令和６年（2024 年）に生活困窮者自立支援法を改正し、就労・家計・居住支援などの体制強

化や支援の質の向上を目指しています。これにより、地域においても早期相談支援や包括的

な支援体制の整備がより一層求められています。 

● 本町における生活保護被保護世帯・被保護人員は、令和６年（2024 年）３月末で 89 世帯、

106 人となっており、おおむね横ばいにあります。 

● 生活困窮に陥っている人の中には、周りの人たちや関係機関に相談できず、必要な支援へと

つながらない場合もみられます。そのような状況になった背景とその要因を探り、地域や専

門支援機関と連携、協力し合い支援していく必要があります。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

24 

生活・学習・住まいの包括的支援の充実 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

債権管理課 

都市計画課 

環境課 

・生活困窮者が安定した日常生活を営めるよう、家計相談や健康管理支

援、日常生活における課題解決に向け助言するとともに、必要に応じ

て尾張福祉相談センターにつなぎます。 

・尾張福祉相談センターや社会福祉協議会などの関係機関と連携し、生

活困窮者の生活や自立を支援します。 

・子どもの学習支援や、資格取得など大人向けの学習機会の提供を通じ

て、自立に向けた能力向上をサポートします。 

◎町民や関係団体、社会福祉協議会などと協働し、食や物の循環を通じ

た支え合いの取組を広げることで、生活に困難を抱える人を地域全体

で支える環境づくりを推進します。 

◎住まいの確保が困難な人に対しては、相談窓口を通じて生活困窮者自

立支援制度や住居確保給付金などの尾張福祉相談センターの支援につ

なぐとともに、居住支援法人との連携を強化し、安心して暮らせる住

環境の確保につなげます。 

 また、庁内横断的な連携による地域の実情に応じた住宅支援の仕組み

の構築に向けて検討を進めます。 

◎経済的な困りごとや生活上の課題を早期に把握し、適切な支援につな

げられるよう、情報共有など関係部署が連携して対応できる体制の整

備を進めます。 
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№ 取組 関係課 

25 

就労支援の充実 

福祉課 

産業振興課 

・生活困窮者が安定した就労につながるよう、町の相談窓口で相談を受

け、必要に応じて尾張福祉相談センターや関係機関の支援につなぎま

す。 

◎ハローワークや若者サポートステーションなどの関係機関や企業との

連携を強化し、働くことへの理解を深める体験の場や多様な就労機会

の確保に努めます。 

26 

生活困窮者支援を通じた地域づくり 

福祉課 

こども保健推進室 

◎生活困窮者の孤立を防ぎ、地域で安心して暮らせるよう、町民やＮＰ

Ｏ、関係機関、企業との連携を強化します。 

・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、生活困窮者を

支える町民の理解促進を図るとともに、町民が主体的に参加できる居

場所づくりや交流機会の提供を通じて、地域全体で支え合う体制を構

築します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

19 

生活・学習・住まいの包括的支援の充実 

生活支援係 

・低所得者などの相談を受けて、生活困窮者自立支援制度へのつなぎや

生活福祉資金貸付制度の適切な運用を行い、対象者の自立を図りま

す。 

・町や尾張福祉相談センターといった関係機関との連携を強化します。 

20 

貧困対策に関わる団体等との連携や支援 

生活支援係 

・対象者の状況に応じ、子ども食堂やフードバンクなど、貧困対策に関

わる団体などと連携し、支援を行います。 

・団体の活動に対する地域の理解やサポートが広がるよう取り組みま

す。 

21 

生活課題を支えるしくみづくり 

生活支援係 

地域福祉係 

・相談を受ける中で、社会参加に係る支援の必要性がある事例につい

て、支援対象者本人やその世帯の状況などを適切に把握し、既存の社

会参加に向けた支援では対応することができない個人や世帯のニー

ズに対して、社会とつながるきっかけづくりや、地域の社会資源との

マッチングを行います。 

 

■町民が取り組むこと 

・ちょっとした困りごとでも気軽に相談しましょう。 

・困りごとを抱えている人に気付いたら、相談窓口を案内しましょう。 
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［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

生活困窮者の相談件数【町】 63 件 70 件 75 件 

フードドライブ等による食料寄附受付件数【町】 74 件 80 件 85 件 

食料支援の件数【社会福祉協議会】 93 件 110 件 120 件 

生活資金の相談件数【社会福祉協議会】 43 件 60 件 70 件 
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（２）生きづらさを感じている人への支援の推進（ひきこもりなどへの支援） 

［現状・課題］ 

● 令和 4 年度（2022 年度）の内閣府調査によると、ひきこもり状態にある人は 15～39 歳で

2.05％、40～64 歳で 2.02％、全国で約 146 万人と推計されており、年齢を問わず支援の

必要性が高まっています。令和 5 年度（2023 年度）の文部科学省の調査では、不登校の小

中学生は 34 万 6,482 人と過去最多を記録し、11 年連続で増加しており、学校教育からの

離脱が、将来的なひきこもりにつながるリスクも懸念されます。 

● ひきこもりに至る背景には、精神疾患を抱えている可能性もありますが、コミュニケーショ

ンが苦手などの特性に対して、周囲からの十分な理解や配慮が得られず、学校や社会で傷つ

けられたことが原因になるケースが多いことが分かっています。その他にも、ハラスメント

やいじめ、過酷な労働環境など、様々な要因がきっかけとなり、誰にでも起こり得ることで

す。 

● 本町においては、令和７年（2025 年）３月にひきこもり相談窓口「トモニ」を開設するなど、

ひきこもり支援に取り組んでいます。 

● 町民アンケートによると、ひきこもりについて、言葉も内容も知っている人の割合が約９割

となっており、ひきこもりという状態への印象・考えについては、誰にでも起こり得るという

考えが７割以上となっている一方で、甘えているや働かないことが問題などといった意見も

あるため、正しい理解の促進が必要です。 

● ひきこもりなど生きづらさを抱える人が自ら相談につながることが難しいケースは、少なく

ありません。支援への初期接点づくりや、当事者や家族が安心して関わることができる体制

の整備が求められています。 

■「ひきこもり」という言葉の認知度（町民）     ■「ひきこもり」という状態の印象（町民） 

  

言葉も内容も

知っている

85.7%

言葉は聞いた

ことがあるが、

内容はよく知らない

9.9%

言葉も内容も

知らない

1.3%

不明・無回答

3.1%

n=816

74.8 

40.4 

36.0 

35.0 

30.8 

26.5 

8.9 

8.0 

4.2 

3.3 

2.8 

2.2 

2.9 

0% 25% 50% 75% 100%

誰にでも起こりうる

他人事ではない

人に言いづらい

ストレスから身を守っている

つらい経験がある

病気や障がいである

甘えている

働かないことが問題

怠けている

特にない

その他

無理にでも引っ張り出すべき

不明・無回答 n=816
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［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

27 

相談しやすい体制づくり 

福祉課 

学校教育課 

・ひきこもり相談窓口「トモニ」や各種支援に関する情報について、町

ホームページや広報紙など多様な媒体を通じて発信します。 

・ひきこもりや不登校の背景や状況は様々であることを踏まえ、個々の

相談内容や支援ニーズに応じて柔軟に対応できる体制を構築すると

ともに、不登校の子どもや義務教育を終了した若者を支援につなぐ体

制を整えます。 

28 

当事者向けの居場所づくり 

福祉課 

学校教育課 

・ひきこもりなどの当事者が、自分のペースで参加できる安心・安全な

居場所を創出し、社会とのゆるやかなつながりを支援します。 

・多様なニーズに応じた活動の場となるよう、関係機関などとの連携に

より柔軟に運営します。 

・当事者向けに日常生活の自立に向けた支援や、就労に向けた訓練を継

続的に提供し、社会参加への意欲を高めます。 

29 

家族に対する支援の充実 

福祉課 

学校教育課 

・ひきこもりなどの状態にある人を支える家族に対して、相談支援や家

族会の場の提供、ピアサポートの促進などを通じて、家族自身が支援

について学び、繋がりを持てる機会を提供します。 

・ひきこもりに関する正しい知識を学ぶための勉強会を企画・開催し、

家族が抱える不安の軽減と対応能力の向上を支援します。 

30 

支援者（理解者）の育成・支援 

福祉課 

・地域で当事者に関わる支援者や理解者の層を広げるため、ひきこもり

に関する正しい理解を促進する情報発信や啓発事業を行います。 

・町民や関係者がひきこもりに対する理解を深め、支援の担い手となれ

るよう、ひきこもり支援サポーターを養成するとともに、活動を支援

します。 

・支援に携わる人が継続的に活動できるよう、ネットワーク形成や専門

機関との連携支援を通じて支援基盤の強化を図ります。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

22 

支援者（理解者）の育成・支援 

生活支援係 ・地域で当事者に関わる支援者や理解者の層を広げるため、生きづらさ

を感じている人に関する正しい理解を促進する情報発信や啓発事業

を行います。 
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■町民が取り組むこと 

・ひきこもりの状態について、正しく理解を深めましょう。 

・専門の相談窓口や支援団体があることを知り、必要に応じて適切に支援につなげましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

ひきこもり当事者の居場所数【町】 １か所 １か所 ２か所 

ひきこもり家族会の実施回数【町】 12 回 12 回 12 回 

ネットワーク会議の実施回数【町】 未実施 ２回 ３回 

生きづらさを感じている人についての理解を促

す啓発事業回数【社会福祉協議会】 
未実施 １回 １回 
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（３）権利擁護支援体制の充実【成年後見制度利用促進計画】 

［現状・課題］ 

● 全国的に認知症のリスクが高まる後期高齢者や知的障がい、精神障がいなどで判断能力が不

十分な人が増加しており、本町においても同様の傾向にあります。 

● 国においては、令和４年（2022 年）３月に「第二期成年後見制度利用促進基本計画」を策定

しており、成年後見制度利用促進の基本的考え方として「地域共生社会の実現という目的に

向けた共通基盤となる考え方として「権利擁護支援」を位置づける」ことが示されています。 

● 尾張東部圏域では、５市１町（豊明市、瀬戸市、尾張旭市、日進市、長久手市、東郷町）の広

域行政により「尾張東部権利擁護支援センター」を運営しており、令和５年（2023 年）には

「尾張東部圏域第二期成年後見制度利用促進計画」が広域計画として策定されています。 

● 町民アンケートによると、成年後見制度について、名前も内容も知っている人の割合が２割

以下に対して、名前も内容も知らない人の割合が約４割を占めています。 

● 国では、成年後見制度に対するニーズの増加・多

様化が見込まれる中、制度をより利用しやすいも

のとするために、成年後見制度の見直しが進めら

れています。成年後見制度の制度設計に関する中

間試案では、制度の利用促進に向けた新たな仕組

みの創設が検討されています。権利擁護支援を必

要とする人が適切に制度を利用できる環境整備を

推進することが重要です。 

 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

31 

制度の利用・理解の促進 

福祉課 

高齢者支援課 

・成年後見制度について、町民や関係機関への周知・啓発を行い、制度

への理解促進を図ります。 

・制度利用が必要な人を早期に発見し、適切な制度利用につなげるた

め、相談窓口の充実と関係機関との連携を強化します。 

・意思決定支援を踏まえた後見制度の利用促進を図るため、尾張東部権

利擁護支援センターや専門職との連携を強化し、支援体制の充実を図

ります。 

・成年後見などの申立てが困難な人に対して、町長申立てを行い、成年

後見制度の利用につなげます。 

 

  

名前も内容も

知っている

16.8%

名前は聞いたことがあるが、

内容はよく知らない

40.2%

名前も内容も

知らない

38.2%

不明・無回答

4.8%

n=816

■成年後見制度の認知度（町民） 
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№ 取組 関係課 

32 

高齢者、障がいのある人、子どもにおける虐待防止対策の推進 

福祉課 

高齢者支援課 

こども保健推進室 

・虐待の早期発見・早期対応のため、町民や関係機関への啓発活動を実

施し、通報・相談体制の充実を図ります。 

・虐待対応において、関係機関が連携して迅速かつ適切な対応を行うた

め、ケース会議や研修などを通じた連携強化を図ります。 

・虐待を受けた人への継続的な支援と、虐待を行った人への支援や指導

を通じて、再発防止に取り組みます。 

33 

担い手の養成・支援 

福祉課 

高齢者支援課 

・市民後見人の養成講座を周知し、地域における権利擁護の担い手を確

保します。 

・既存の担い手に対する継続的な研修やフォローアップ体制を支援す

るとともに、担い手同士の情報交換や相互支援の場を提供し、活動の

質の向上を図ります。 

34 

身寄りのない高齢者等への支援のあり方の検討 

福祉課 

高齢者支援課 

・身寄りのない高齢者などが安心して地域で生活できるよう、日常生活

支援から終末期まで一貫した支援体制の構築を進めます。 

・医療・介護サービス利用時の身元保証や、入院・入所時の支援体制に

ついて、関係機関と連携した対応方針を検討します。 

・死後の手続きや財産処分などに関する支援のあり方について、関係機

関と連携して検討を進めます。 

35 

地域連携ネットワークの推進 

福祉課 

高齢者支援課 

・尾張東部６市町の行政、福祉、司法、医療、保健関係者などによって

構成されている「適正運営委員会」において、地域課題の検討、調整、

解決に向けて協議を進めます。 

・中核機関としての安定的運営ができるよう、尾張東部権利擁護支援セ

ンターの機能を整備し、拡充を支援します。制度利用促進に向けた広

報・相談・制度利用支援・後見人支援などの機能を一体的に担う体制

を整備します。 

・地域ケア会議など既存の仕組みを活用し、権利擁護支援が必要な人の

発見・対応について関係機関の連携を強化します。 

・専門職団体（弁護士会、司法書士会、社会福祉士会など）との連携を

深め、専門的な支援体制の充実を図ります。 
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■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

23 

権利擁護に関する相談支援の充実 

生活支援係 

・判断能力に不安のある人の日常的な金銭管理の支援や相談を受け、不

安の解消に努めます。 

・制度の紹介や適切な判断による申立支援など、当事者の意思決定支援

を重視した利用促進を町と協働で取り組みます。 

24 

日常生活自立支援事業の実施 

生活支援係 

・生活を送る上で十分な自己決定や意思表示が困難な人が、地域で安心

して生活ができるように、様々な地域資源を活用しつつ、地域包括支

援センターや居宅介護支援事業所などの専門支援機関や行政などと

連携しながら、専門員による相談支援、生活支援員による定期訪問支

援などを行います。 

25 

担い手の養成・支援 

生活支援係 
・尾張東部権利擁護支援センターが開催する市民後見人養成講座の運

営に協力し、地域の権利擁護の担い手の確保に努めます。 

 

■町民が取り組むこと 

・成年後見制度など、権利擁護の仕組みについて理解を深めましょう。 

・虐待を発見した場合や虐待の疑いがあると気付いたときに、速やかに通報しましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

権利擁護に関する情報発信数【町】 27 回 30 回 30 回 

高齢者・障がい者の権利擁護に関する相談件数

【町】 
458 件 470 件 480 件 

市民後見人バンク登録者数【町】 ７人 ９人 11 人 

日常生活自立支援事業契約件数【社会福祉協議

会】 
６件 ７件 ８件 
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（４）犯罪や非行をした人の社会復帰への支援の推進【再犯防止推進計画】 

［現状・課題］ 

● 平成 28 年（2016 年）12 月に「再犯の防止等の推進に関する法律」（以下、「再犯防止推進

法」という。）が公布・施行され、都道府県及び市町村は、再犯の防止などに関し、国との適

切な役割分担を踏まえ、その地域に応じた施策の推進に関する計画を策定し、実施する責務

を有することが明記されました。 

● 国においては、平成 29 年（2017 年）12 月に「再犯防止推進計画」が、令和５年（2023

年）３月に「第二次再犯防止推進計画」が策定され、愛知県においても令和３年（2021 年）

３月に「愛知県再犯防止推進計画」が策定されました。 

● 町民アンケートによると、再犯防止推進法について名前も内容も知らない人の割合が約７割

となっています。また、犯罪をした人などの立ち直りについて、協力したいと思う人の割合が

約１割、思わない人の割合が約５割、わからない人の割合が約３割となっています。 

● 犯罪や非行をした人たちの中には、様々な生きづらさにより立ち直りに多くの困難を抱える

人が少なくないことから、社会復帰後に地域社会で孤立しないような取組を推進していく必

要があります。 

■再犯防止推進法の認知度（町民）            ■犯罪をした人などの立ち直りに協力したいと思うか 

                           （町民） 

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

36 

再犯防止に関する広報・啓発 

福祉課 

・犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理解を

深め、それぞれの立場において力を合わせ、安全で明るい地域社会を

築くための「社会を明るくする運動」のさらなる広報・周知を行いま

す。 

・愛知県や民間団体などと連携し、薬物依存症問題に対応するための各

種取組を進めます。 

また、薬物事犯者が再び薬物に手を出すことがないよう、薬物乱用防

止に関する啓発活動を行います。 

 

 

思う

2.1% どちらかと

いえば思う

10.3%

どちらかと

いえば

思わない

27.0%
思わない

23.9%

わからない

34.9%

不明・無回答

1.8%

n=816

名前も内容も

知っている

1.3%

名前は聞いたことがあるが、

内容はよく知らない

23.9%

名前も内容も

知らない

69.0%

不明・無回答

5.8%

n=816
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№ 取組 関係課 

37 

生活基盤の安定に向けた支援 

福祉課 

・関係機関などとの連携のもと、犯罪をした人などの就労や住居を確保

するための支援を行い、社会復帰を目指すとともに再犯防止につなげ

ます。 

・犯罪をした人や非行をした人のうち、高齢や障がいがあるなどの複合

的な要因により自立した生活を営むことが困難になっている人など

について、必要な保健医療・福祉サービスが速やかに提供されるよう

に関係機関との連携を図ります。 

38 

更生保護団体の活動支援 

福祉課 
・更生保護に携わる保護司会、更生保護女性会などの各種団体の活動を

支援します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

26 

再犯防止に関する広報・啓発 
生活支援係 

地域福祉係 ・更生保護活動に取り組むボランティアなどの周知や広報に協力し、活

動への理解を促進します。 

27 

更生保護団体の活動支援 

地域福祉係 
・更生保護に携わる保護司会と更生保護女性会への活動助成を継続し

ます。 

 

■町民が取り組むこと 

・再犯防止や社会復帰の取組について、正しく理解を深めましょう。 

 ・社会復帰を目指す人が地域で安心して生活できるよう、温かく見守る姿勢を持ちましょう。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

社会を明るくする運動の啓発活動事業数【町】 ５事業 ５事業 ５事業 

保護司の充足率【町】 100％ 100％ 100％ 

再犯防止に関する活動の周知回数【社会福祉協議

会】 
未実施 ２回 ２回 
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（５）生きることを支え合う地域づくり【自殺対策推進計画】 

［現状・課題］ 

● 近年、全国の自殺者数は、年間２万人を超える水準で推移しているものの、減少傾向にありま

したが、コロナ禍で女性は２年連続の増加、小中高生は過去最多の水準になるなど、今後対応

すべき新たな課題が顕在化しました。 

● 令和４年（2022 年）10 月に閣議決定された「第４次自殺対策総合大綱」では、これまでに

引き続き、社会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増

やすことを通じ、社会全体の自殺リスクを低下させる方向が示されるとともに、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進が新たな基本認識として追加されました。 

● 令和７年（2025 年）６月には、子どもや若者の自殺が深刻な状況にあることを背景に「自殺

対策基本法」が一部改正され、子どもの自殺対策を社会全体で取り組むことが基本理念に新

たに明記されました。 

● 本町の平成 30 年（2018 年）から令和５年（2023 年）の性別・年代別の自殺割合をみると、

男性で 40 歳代、女性で 70 歳代及び 80 歳以上がそれぞれ高くなっています。 

● 自殺で亡くなった要因は様々であり、不安や悩みの深刻化を防ぐため、家族や地域などの見

守り、相談支援や居場所の提供、複合的課題に対応するための関係機関とのネットワークづ

くりなどの取組が求められます。 

 

［主な取組］ 

■町が取り組むこと 

№ 取組 関係課 

39 

自殺対策・こころの健康に関する周知・啓発 

福祉課 

成人保健推進室 

学校教育課 

・自殺予防週間や自殺対策強化月間などに合わせて、広報紙、ホームペ

ージ、ＳＮＳ、ポスターなどを活用し、こころの健康や相談先につい

ての情報を発信します。 

・健康づくり講座や地域の集まりの場などを活用し、日常的にこころの

健康への関心を高める機会を提供します。 

◎学校と連携し、児童・生徒に対する SOSの出し方教育やストレス対

処法、いのちの大切さについての学習機会を提供し、子どもが困った

時に適切に助けを求められる力を育みます。 

40 

生きることを支える人材の育成 

福祉課 

成人保健推進室 

学校教育課 

・ゲートキーパーの養成講座を開催し、地域で支え合う体制を広げま

す。 

◎町職員や教職員、地域の支援者などを対象に、メンタルヘルスや自殺

予防に関する研修を実施し、対応力の向上を図ります。 
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№ 取組 関係課 

41 

生きることの促進要因への支援 

福祉課 

◎就労支援や居場所づくりなど様々な分野の団体や関係機関と連携し、

生きがいや役割を実感できる環境を整え、孤立や経済的困窮を未然に

防ぐとともに、支援が必要な人を早期の支援につなげます。 

・生活困窮者やひきこもり状態にある人への支援を通じて、安心して暮

らせる基盤をつくります。 

42 

地域におけるネットワークの強化 

福祉課 

成人保健推進室 

・医療・保健・福祉・教育などの関係機関による連携体制を強化し、情

報共有や連絡調整の仕組みを整備します。 

・保健所が開催する自殺対策ネットワーク会議に参加し、関係機関との

連携の強化を図ります。 

・自殺未遂者やその家族、自死遺族に対して、相談窓口や当事者団体な

どへ確実につなぐための連携を強化するとともに、安心して気持ちを

分かち合える交流の場や専門的なケアを提供することで、こころの回

復を支援します。 

 

■社会福祉協議会が取り組むこと 

№ 取組 関係係 

28 

地域におけるネットワークの強化 

生活支援係 ・コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）が地域に積極的に出向き、

町民の様々な気がかりを把握し、対象者が地域で孤立しないように交

流できる機会の創出に努めます。 

 

■町民が取り組むこと 

・自殺予防やこころの健康に関する正しい理解を深めましょう。 

・自分だけで悩みや不安を抱え込まず、必要に応じて相談窓口や専門機関に相談しましょう。 

・地域の見守り活動や交流の場に関心を持ち、参加や協力を通じて支え合いの輪を広げましょ 

う。 

 

［実施指標］ 

項目 
現状値 目標値 

令和６(2024)年度 令和10(2028)年度 令和13(2031)年度 

自殺死亡率※【町】 14.57 13.00 11.50 

自殺予防・こころの健康に関する情報発信数【町】 12 回 13 回 14 回 

ゲートキーパー養成講座研修受講者数【町】 45 人 50 人 55 人 

地域会議の開催数【社会福祉協議会】 未実施 12 回 15 回 

  
※東郷町では人口規模が小さく、自殺者一人による自殺死亡率の変動が大きいため、自殺死亡率の現状値及び目標値

に過去５年間の自殺死亡率の平均値を用いています。 
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ワークショップでは、地域でできることとして、外出に誘う、話し相手になる、民生委員

や地域包括支援センターにつなぐといった意見が挙げられました。一方で、心を開いてもら

えないのではないか、どこまで地域が関わってよいのか判断が難しいといった声も挙げられ

ました。 

８０５０問題のように長年の不安や孤立が重なる世帯への支援においても、住民一人一人

の気付きや声掛けが、支援への大切な一歩につながります。 

ＣＡＳＥ４ 

もしも、地域の支えがなかったら… 

Ｅさんは、年金で暮らしながら、息子と二人で静かに生活しています。 

体力が衰え、病院へ行くのも一苦労ですが、息子に頼ることはできず、「自分が元気

でいないと」と無理を続けていました。 

近所づきあいもほとんどなく、外に出る機会が減るにつれて気持ちもふさぎがちにな

っていきました。 

Ｆさんは 20 代で仕事を辞めてから長年ひきこもりがちで、母親と以外ほとんど話す

ことがありません。働きたい気持ちはあっても、ブランクや対 

人不安から一歩を踏み出せず、焦りと無力感を抱えながら日々 

を過ごしています。 

母親の体調が悪くなるたびに不安が募りますが、どうすればい

いかわからず、誰にも相談できないままでした。 

もしも、地域の支えがあったら… 

Ｅさんは、年金で暮らしながら、息子と二人で静かに生活しています。 

近所の人が「最近、Ｅさんの姿を見かけない」と民生委員に声を掛けたことがきっか

けで、民生委員が訪問し、Ｅさんの体調や暮らしぶりを丁寧に聞きました。すると、「こ

んな話を誰かにするのは久しぶり」とＥさんはほっとした様子を見せました。 

その後、地域包括支援センターとも連携し、通院の見守りや買い物支援が始まりまし

た。 

Ｆさんについても、地域包括支援センターの職員が「ひきこもり相談窓口「トモニ」」

につなぎました。Ｆさんの支援をするとともに、Ｅさんは「ひきこもり家族の会」に参

加し、同じ悩みや想いを持つ人と話すことで、「自分だけじゃない」と安心を感じるよ

うになりました。 

Ｆさんは支援員に緊張していましたが、少しずつ心を開き、「パソコンを使った仕事

ができるかもしれない」と「就労ファーストステップ ココカラ！」に行ってみることに

しました。母親の代わりにオンラインで買い物をしたり、 

行政手続きを手伝ったりと、少しずつ役割を担う姿も見ら 

れるようになりました。 

Ｅさんも「息子に少し笑顔が戻った」と安心した表情を

見せています。 

コラム 


